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1. 序論 
生産現場では産業用マニピュレータが多く用いられてい
る．しかし，産業用マニピュレータは通常，床に固定されて
用いられるため作業範囲が狭い．そこで我々は，全方向移動
台車の上に六軸マニピュレータを搭載した全方向移動マニ
ピュレータを開発した．これにより作業範囲を拡大できたが，
床に比べて台車が不安定であるため可搬重量の低下が新た
な問題点として浮上した．そのため現在我々は，複数台の全
方向移動マニピュレータを用いた協調搬送の実現を目指し
ている(Fig.1)． 
しかし協調制御を行う場合，解決すべき課題がある．それ
は手先位置誤差による内力の発生である．マニピュレータ手
先に生じた位置誤差が搬送物への内力として加わり，搬送物
を破壊してしまうことが考えられる．この問題点に対して，
力制御の一種であるインピーダンス制御(1)などを用いること
で解決している研究が行われている．しかし力制御を行う場
合，力学センサの情報が必要であり制御が難しいといったデ
メリットが挙げられる．一方，大隅ら(2)は位置誤差を許容す
るコンプライアンスとして受動関節を利用している．こちら
は幾何的に位置誤差を吸収でき，簡易な制御で協調を実現で
きる．そのため我々は，本研究にて開発した受動関節機構を
各マニピュレータの手先に導入することで位置誤差による
内力の発生を抑制し，位置制御のみで協調を実現している． 
先行研究ではこれまでに，マスター・スレーブ方式の協調
搬送手法を提案してきた(3)．これは，エンコーダにより得た
受動関節角度をもとにマスターの移動した変位を算出し，そ
れをスレーブへの指令値として与えることで協調搬送を行
う手法である．しかし位置誤差を平面内誤差のみと想定して
おり，また，オペレーターが移動指令を与えるのが搬送物で
はなくロボットであるため，搬送物を任意の目標位置姿勢へ
正確に搬送することが難しい．そこで本論文では，路面凹凸
による三次元誤差にも対応でき，かつ，制御対象を搬送物と
することでオペレーターが直感的に操作可能な協調搬送制
御手法の提案を行い，実験により有効性を確認する．なお，
本研究では三台での協調搬送を想定する． 
 
2. 受動関節機構の特徴 
2.1 協調に必要な受動関節機構の条件と本機構の概要 
協調搬送時の手先位置誤差による内力の発生を防ぐため
に機構的コンプライアンスとして受動関節を用いる場合，
「マニピュレータ手先に位置誤差が生じても，内力を発生さ
せず，搬送物を剛に保持可能」である必要がある．コンプラ
イアンスが過剰となると搬送物を剛に把持できず，反対に不
足すると位置誤差が生じた際に内力が生じてしまう．  
位置誤差による内力を抑制しつつ搬送物を剛に保持する
ためには，各受動関節機構が搬送物に課す幾何拘束が合計六
つで，それらが一次独立である必要があり，これが協調を行
うための条件となる．協調を行う際に用いる移動ロボットの
数と上述した条件を満たすために必要な受動関節数の関係
は先行研究(4)により求まっており，三台の移動ロボットを用
いる場合受動関節数は十二個となる． 
本研究では各マニピュレータの手先に四つの関節から成
る受動関節機構を導入している(Fig.2)．本機構の各受動関節
にはアブソリュートエンコーダが取り付けられており，関節
角度の計測が可能となっている． 
2.2 受動関節機構に加わる負荷と最適姿勢 
本研究で導入している受動関節機構は構造上，機構先端の
ハンドにどのような変位が生じても受動第二関節の位置は
不変である．従って負荷は受動第二関節に集中して加わると
考えられる．また，空間が六自由度であるのに対して本機構
は四自由度である．つまり一つの受動関節機構につき二自由
度分の拘束を搬送物に与えることができ，受動第二，三関節
をつなぐリンクに沿う方向ベクトル𝐞1と受動第四関節の回
転軸方向ベクトル𝐞2が拘束ベクトルとなる(Fig.3)．よって受
動第二関節に加わる負荷𝐅は𝐞1と𝐞2を用いて式(1)のように表
すことができる．なお𝑎，𝑏は定数である．また，本研究では 
 
Fig.1 Cooperative transportation by multi mobile manipulators 
     
Fig.2 Passive joints mechanism 
 Fig.3 Geometric constraint force vectors 
𝐞1と𝐞2を含む平面を幾何拘束平面と呼び，受動第二関節に加
わる負荷は幾何拘束平面に沿う力となる． 
𝐅 = 𝑎𝐞𝟏 + 𝑏𝐞𝟐  (1) 
また，受動関節機構が取り付けられた複数台のマニピュレ
ータを用いて物体を把持することを考える．このとき把持し
た物体によって各受動第二関節に加わる負荷の垂直成分の
合計は，常に物体の重力と釣り合うため受動第二関節角度に
よらず一定である．しかし，上述したように受動第二関節に
加わる負荷は幾何拘束平面に沿う力であるため，受動第二関
節角度の変化に応じて各受動第二関節に加わる負荷の合計
も変化する．この負荷の合計が最小となるのは各幾何拘束平
面が垂直となるときであり，実験からも実証されている(5)．
本研究ではこのときの姿勢を最適姿勢と定義する．本論文で
は各受動関節機構が最適姿勢を保ちながら協調搬送できる
ような制御手法を提案する． 
 
3. 協調搬送制御手法 
3.1 前提条件と搬送物の目標位置姿勢 
受動関節機構を用いることで，協調搬送時に生じる位置誤
差に対応できる．しかし受動関節機構の姿勢が変化すると各
受動第二関節に加わる負荷も変化する．そしていずれかのマ
ニピュレータに加わる負荷が許容負荷を超えてしまい搬送
不可となることが考えられる．従って，協調搬送中の各受動
関節機構の姿勢は常に最適姿勢であることが望ましい． 
以上を考慮した協調搬送制御手法を提案するにあたり，以
下に示したものを前提条件とする． 
 任意の移動台車一台の姿勢は既知であり，その台車の
中心に基準座標系を定める． 
 各受動関節機構の初期姿勢は最適姿勢とする． 
 初期状態時の各移動マニピュレータの重心は各台車
中心とする． 
 搬送物の重心は既知である． 
なお，本論文で提案する制御手法において搬送物はオペレー
ターのジョイスティック操作により制御され，搬送物姿勢は
常に水平を保つことを目指す． 
また本手法では搬送物を制御対象としているため，搬送物
の目標位置・姿勢を与える必要がある．ここで搬送物の位置
三成分，姿勢三成分を並べたベクトル𝐱1を式(2)に示す． 
𝐱1 = [𝑥0 𝑦0 𝑧0 𝜓0 𝜃0 𝜑0]
𝑇  (2) 
𝑥0，𝑦0，𝑧0が搬送物の目標位置，𝜓0，𝜃0，𝜑0はそれぞれ𝑥，𝑦，z軸
まわりの回転角度で搬送物の目標姿勢である．平面上の動作
で達成できる𝑥0，𝑦0，𝜑0はオペレーターのジョイスティック
操作により与えられるものとする．また，搬送物の姿勢は常
に水平を維持したいため𝜓0，𝜃0は 0 となる．基準座標系から
みた搬送物の目標高さ𝑧0は，位置誤差により搬送物が傾いて
しまった際にどのマニピュレータをどのくらい動作させる
かといった組合せが無数にあるため幾通りも考えられる．そ
こで本研究では式(3)に示すように，基準座標系からみたマニ
ピュレータ 𝑖の目標手先高さ𝑧ℎ𝑖を現在の各マニピュレータ手
先高さの平均値としており，そのときの搬送物高さを𝑧0とす
る(Fig.4)． ただし𝑧𝑖は基準座標系からみた現在のマニピュレ
ータ𝑖の手先高さ，𝑛は移動マニピュレータ数である． 
𝑧ℎ𝑖 =
∑ 𝑧𝑖
𝑛
𝑖=1
𝑛
  (3) 
3.2 制御アルゴリズム 
前節の内容を踏まえ，各受動関節機構を最適姿勢，搬送物
を水平に保ったまま協調搬送可能な制御手法を以下に示す． 
1. 任意の移動台車一台の姿勢，各マニピュレータの関節
角度，各受動関節角度をセンサから取得する． 
2. 取得した情報をもとに，各受動関節機構が最適姿勢，
搬送物が目標位置姿勢を達成するために必要なマニ
ピュレータ𝑖の手先目標変位∆𝐱ℎ𝑖を算出する(Fig.5)． 
3. ∆𝐱ℎ𝑖を達成するために必要な移動マニピュレータ𝑖の
変位量∆𝐪𝑖（誤差補正指令値）を式(4)より算出する．
ただし∆𝐪𝑖は台車の微小変位量とマニピュレータの微
小関節回転角度を含むベクトルである．また，𝐉𝑝𝑚𝑖は
移動マニピュレータのヤコビ行列，𝐉𝑝𝑚𝑖
+ は移動マニピ
ュレータの重み付き擬似逆行列，𝐈は単位行列である．
𝐳は任意ベクトルであり，次節で詳しく述べる． 
∆𝐪𝑖 = 𝐉𝑝𝑚𝑖
+ ∆𝐱ℎ𝑖 + (𝐈 − 𝐉𝑝𝑚𝑖
+ 𝐉𝑝𝑚𝑖)𝐳  (4) 
4. ∆𝐪𝑖を 1sec で達成するための速度を誤差補正速度指令
値?̇?𝑖として算出する． 
5. ジョイスティックからの速度指令値?̇?に?̇?𝑖を重ね合わ
せたものを各移動マニピュレータへの指令値とする． 
この手順1~5を制御ループごとに繰り返すことで協調搬送が
実現できる． 
3.3 冗長項に組み込む評価関数 
式(4)の右辺第一項は重み付き最小ノルム解，第二項は冗長
項を表しており，𝐳には任意の評価関数を組み込むことが可
能である．𝐳を零ベクトルとすると，最小の動作でマニピュ
レータ𝑖の手先変位が∆𝐱ℎ𝑖を達成するために必要な移動マニ
ピュレータ𝑖の微小変位量を導出できる．しかし重み付き最 
 
Fig.4 Target height of the object 
 Fig.5 Hand target displacement of the manipulator i 
 
Fig.6 Center of gravity of a mobile manipulator 
小ノルム解のみを用いて協調搬送を行う場合，マニピュレー
タの姿勢は考慮されていない．従って各受動関節機構を最適
姿勢，搬送物を水平に保てていても，移動マニピュレータの
重心が各車輪を結んだ領域から外れてしまい，転倒してしま
うことが考えられる(Fig.6)． 
そこで本研究では式(5)に示すようにそれぞれの台車座標
系からみた移動マニピュレータ重心位置(𝑥𝑔𝑖  , 𝑦𝑔𝑖  , 𝑧𝑔𝑖)の𝑥，y
座標の二乗和を評価関数𝐻とした．この評価関数を𝐳に組み込
むと式(4)は式(6)のように変換される．なお𝑘はゲインである．
式(6)により，移動マニピュレータの重心位置を台車中心に保
ちつつ少ない動作で∆𝐱ℎ𝑖を達成するために必要な移動マニ
ピュレータ𝑖の微小変位量が求まる．そのため本研究では式
(6)で導出された∆𝐪𝑖を誤差補正指令値として用いる． 
𝐻 = 𝑥𝑔𝑖
2 + 𝑦𝑔𝑖
2   (5) 
∆𝐪𝑖 = 𝐉𝑝𝑚𝑖
+ ∆𝐱ℎ𝑖 + 𝑘(𝐈 − 𝐉𝑝𝑚𝑖
+ 𝐉𝑝𝑚𝑖)
𝜕(𝑥𝑔𝑖
2 +𝑦𝑔𝑖
2 )
𝜕𝐪𝑖
  (6) 
 
4. 協調搬送実験 
4.1 実験方法 
提案手法の有効性を確認するため協調搬送実験を行った．
本実験では Fig.7 に示すように三台の全方向移動マニピュレ
ータを用いて，0.30m × 0.38mの長方形平板を水平となるよ
うに T 字隊形で把持させた状態を初期状態とする．なお，初
期状態時での各受動関節機構の姿勢は最適姿勢であり，その
ときの各関節角度を 0deg とする．この初期状態からジョイ
スティック操作により各移動マニピュレータに y 軸（Fig.7
矢印）方向 0.02m/s の速度指令を与え，平らな床上で協調搬
送を行う．また，平らな床上を走行するため高さ方向の誤差
は生じず，移動台車のみの動作で誤差を補正することが可能
である．今回の実験では提案手法の有効性を確認するステッ
プ 1 として移動台車のみで誤差補正を行う．そのため式(6)
における∆𝐪𝑖のマニピュレータ関節回転角度成分が 0 となる
ように，𝐉𝑝𝑚𝑖
+ に組み込まれている重み行列を調整した．さら
に，式(6)の第二項は移動マニピュレータの重心位置を台車中
心に保つために必要な項であり，高さ方向の誤差が生じない，
かつ，マニピュレータの姿勢を変化させない場合は必要ない．
従って，本実験では式(6)における第二項を無視したものを誤
差補正指令値∆𝐪𝑖として用いる． 
以上を踏まえた上で協調搬送を行い，各受動関節機構を最
適姿勢，搬送物を水平に保てているかどうかを，提案手法導
入なしの場合とありの場合で比較し，提案手法の有効性を確
認する．ただし，提案手法導入なしとは誤差補正速度指令値
を各移動マニピュレータへの速度指令値に重ね合わせない
ということである．Table 1 に各移動マニピュレータの把持位
置などの実験パラメータを示す． 
4.2 実験結果と考察 
提案手法導入なしの場合とありの場合における協調搬送
実験結果を Fig.8，Fig.9 に示す．Fig.8 は各受動関節機構の関
節角度と時間の関係を表しており，Fig.9 は搬送物の𝑥，𝑦軸
まわりの回転角度と時間の関係を表している．なお，Fig.9
において𝜃が𝑥軸まわり，𝜑が𝑦軸まわりの回転角度である． 
Fig.8 をみると，マニピュレータ 1，2 において提案手法導
入なしの場合，時間の経過とともに受動第二，四関節が最適
姿勢（各関節角度が 0deg）からずれてしまっているのが確認
できる。この原因としては初期状態時での台車の向きが多少
ずれてしまっていることと，車輪の劣化が考えられる。一方
提案手法導入ありの場合では，特にマニピュレータ 2 におい
て関節のずれを補正するように動作しており，最適姿勢を維 
 
Fig.7 Cooperative transportation experiment 
Table 1 Parameters of the experiment 
Object’s weight 0.5 𝑘𝑔 
Grasped points by manipulator 1 (−0.150 , −0.105) 𝑚 
Grasped points by manipulator 2 (0.000 , 0.190) 𝑚 
Grasped points by manipulator 3 (0.150 , −0.105) 𝑚 
  
 
Fig.8 Passive joint angles 
 
Fig.9 The pose of the object 
 
Fig.10 Relationship between 𝜃 and 𝜃2 
持できているのが確認できる．マニピュレータ 1，3 におい
ても大きな関節角度のずれは生じていない．ただし，誤差が
生じてから最適姿勢に戻るまで時間がかかっている．これは，
本研究で用いている移動台車は PI 制御で制御されており，
比例ゲインと積分ゲインをより適切な値に調整することで
解決できると考えている．しかし，現時点でも提案手法導入
なしの場合とありの場合の差は明らかであり，提案手法によ
り最適姿勢を維持できていると言える． 
搬送物の姿勢については差がほとんど見られなかった．本
実験では各マニピュレータ手先の高さは変化しない．そのた
め受動関節機構の姿勢が変化すると搬送物の姿勢も変化す
るはずである．ではなぜ，提案手法導入なしの場合受動関節
機構の姿勢が大きく変化しているのに搬送物はほとんど傾
いていないのか．この点について考察を行う． 
搬送物の𝑥軸まわり回転角度𝜃とマニピュレータ 2 の受動
関節機構の姿勢の関係に注目して考える(Fig.10)．本実験では
高さ方向の誤差は生じないためマニピュレータ 1，3 の把持
位置からマニピュレータ 2 の手先までの高さ𝑙は一定とする．
すると受動第二関節角度𝜃2と𝜃の関係は式(7)のように表され
る．ただし，𝐿は初期状態時のマニピュレータ 1，3 の把持位
置からマニピュレータ 2 の受動第四関節までの距離である． 
𝑙 − 𝑙cos(𝜃2) = 𝐿sin (𝜃)  (7) 
本実験において𝑙は0.145m，𝐿は0.315mである．ここで𝜃2を
20degとすると式(7)より𝜃は1.59degとなる．このことから，
受動関節機構の姿勢変化により生じる搬送物の傾きは非常
に小さくなることが分かる．これは搬送物の𝑦軸まわり回転
角度についても同様である．従って，提案手法により搬送物
を水平に保てているかどうかを検証するには，高さ方向の誤
差を与えて実験を行う必要があると言える．しかし，今回の
実験により各受動関節機構については最適姿勢を維持でき
ているため提案手法は有効であると考える．そして本手法を
導入することで協調搬送が可能であると考えられる． 
 
5. 結論 
本論文では，受動関節機構を有する複数台の移動マニピュ
レータによる協調搬送実現のため，三次元誤差にも対応でき，
かつ搬送物を制御対象とした協調搬送手法を提案した．そし
て協調搬送実験を行い，各受動関節機構を最適姿勢，搬送物
を水平に保てているかを確認した．この実験を通して提案手
法の有効性を確認できた．しかし，今回の実験では移動台車
のみの動作で協調搬送を行ったため，今後はマニピュレータ
動作も加えて，凹凸のある床上での協調搬送実験を行う必要
がある． また，移動台車の比例ゲイン，積分ゲインの調整
と評価関数のさらなる検討も今後の展望として挙げられる． 
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